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前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9
実質ＧＤＰ － 0.3 1.7 0.1 1.3 0.2 － 0.7

同 　   (年  率) － 1.3 6.9 0.3 5.3 0.7 － 2.9
同　    (前年同期比) － 1.8 － 0.6 － 0.7 2.9 3.2 0.8

内需寄与度　　　　　 (*) 0.6 1.0 0.8 1.2 0.2 － 0.1
個人消費 0.6 1.1 0.7 1.2 0.1 － 0.3
住宅投資 － 3.0 4.8 0.1 － 1.6 0.9 1.1
設備投資 － 0.9 0.3 5.5 － 1.6 1.4 － 2.5
民間在庫　　　　　 (*) 0.0 0.2 － 0.4 0.3 － 0.2 0.1
政府最終消費 0.6 0.2 0.4 1.1 0.2 0.2
公共投資 7.4 － 1.1 － 1.0 3.6 1.8 5.7

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.9 0.6 － 0.7 0.1 － 0.1 － 0.7
輸出 － 5.8 7.8 － 3.6 3.4 1.2 － 4.6
輸入 0.0 3.4 1.0 2.2 1.6 － 0.2

名目ＧＤＰ － 1.3 1.6 － 0.3 1.3 － 0.3 － 0.4
同  　  (年  率) － 5.1 6.4 － 1.1 5.5 － 1.0 － 1.4
同 　   (前年同期比) － 4.1 － 2.7 － 2.4 1.5 2.2 0.3

－ 2.4 － 2.1 － 1.8 － 1.3 － 0.9 － 0.5

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度
(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

ＧＤＰデフレーター
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調査レポート 

2012 年 7～9 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 
 

11 月 12 日に公表予定の 2012 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は、前期比－0.7％（年率換算－2.9％）と 4

四半期ぶりにマイナスとなったと見込まれる。東日本大震災を受けて落ち込んだ実質ＧＤＰは、復旧・復興の動

きに合わせて順調に回復してきたが、その動きがいったん途絶えた可能性が高い。 

マイナス成長の最大の原因は輸出の大幅な落ち込みである。この結果、輸入が小幅の減少にとどまったこ

ともあって、外需寄与度は大幅なマイナス寄与となった。内需では、公共投資、政府消費の官公需が増加基調

を維持しているものの、個人消費、設備投資がともに前期マイナスに転じるなど民需の弱さが目立つ。 

名目ＧＤＰは前期比－0.4％（年率換算－1.4％）と 2 四半期連続で減少したと予想される。また、輸入物価の

下落幅が拡大したことや国内物価の下落ペースがやや和らいだことなどを受けて、ＧＤＰデフレーターは前年

同期比－0.5％と下落率が縮小したと見込まれる。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①個人消費（前期比実質－0.3％） 

自動車販売は、エコカー補助金の終了前の駆け込み需要が弱かったことに加え、9 月の

終了後に急減しており、7～9 月期は個人消費を押し下げる要因となったと見込まれる。ま

た、夏のバーゲンセールの不振や 7 月の天候不良などもあって、個人消費は 6 四半期ぶり

に減少したと予想される。 

②住宅投資（前期比実質＋1.1％） 

このところ住宅着工件数が緩やかな増加基調にあることを反映して、2 四半期連続で増

加したとみられる。 

③設備投資（前期比実質－2.5％） 

資本財（除く輸送機械）の出荷が急減していることなどから判断すると、前期比で減少

に転じた可能性が高い。これまで押し上げ要因となってきた復興のための投資が一巡して

きた可能性があるほか、景気の先行き不透明感が強まる中で、企業の設備投資マインドが

慎重さを増していると考えられる。 

④在庫投資（前期比実質寄与度＋0.1％） 

一部の業種で積み上がりがみられるが、在庫は全体として調整局面にある。在庫投資の

ＧＤＰ成長率に対する寄与度は小幅なプラスになったと見込まれる。 

⑤政府最終消費支出（前期比実質＋0.2％） 

医療費などを中心に政府サービスに対する需要は増加基調にあり、引き続き前期比で増

加した可能性が高い。 

⑥公共投資（前期比実質＋5.7％） 

被災地を中心に復興関連の補正予算の執行が本格化していることを受けて、増加ペース

が高まったと見込まれる。 

⑦外需（前期比実質寄与度－0.7％、輸出：前期比実質－4.6％、輸入：同－0.2％） 

発電用エネルギーの輸入量の増加が一巡していることなどから、輸入はほぼ前期並みの

水準となった。一方、海外景気の減速を受けて輸出は大きく落ち込んだと見込まれる。こ

の結果、外需のＧＤＰ成長率に対する寄与度は－0.7％と大きめのマイナスになったと予想

される。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比－0.5％） 

輸入物価が下落に転じたことや、このところ国内物価の下落ペースがやや和らいだこと

などを受けて、ＧＤＰデフレーターの下落率は縮小したとみられる。 
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